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政策の最前線から From the frontiers of policy

う対策をパッケージとして取りまとめました。各省
庁の実態を聞きながら調整を進め、まさに「改革」
を進めていると実感しました。

　現在は、各府省が政策を自ら評価し、改善につな
げる政策評価制度の担当として、制度見直しを検
討しています。
　データに基づいて政策を立案・評価・改善する重
要性は職員なら誰しも理解していますが、実際には
なかなかうまくいかないこともあります。今の制度を
前提とせずに、各省庁で、エビデンスに基づいて迅
速かつ柔軟な政策立案が行われるよう、「改革」の
絵姿を描いている最中です。

　内閣人事局では男性公務員の育児休業の取得
推進も担当しており、自分自身も娘の誕生時には１
か月の育休を取得しました。育休取得を当たり前
に！との思いで、その際の体験記をまとめています
ので、気になる人は「内閣人事局　育休体験記　
平林孝太」で検索してください。
　皆さんと一緒に働けることを楽しみにしています。

　学生のとき、業務説明会で様々な省庁の職員の
方と話して、皆さんとても熱心に、やりがいをもって
働いていると感じました。ただ、省庁の組織の仕組
みや働き方が原因で、その熱意がロスしている部分
があるなら、そんなもったいないことはない。そんな
思いをもって総務省に入省し、はや10年が経ちま
したが、「公務員を支える公務員」として、入省時の
思いに応える仕事ができていると感じています。

　前職の内閣人事局では、新たに創設された「働き
方改革推進」の担当となり、霞が関の長年の課題で
ある長時間労働の是正に取り組みました。
まずは、対策を考えようと思っても、そもそも各省庁
の職員の勤務実態が明らかでなかったため、霞が
関の「在庁時間調査」を初めて行い、長時間勤務の
実態と要因を見える化しました。
　その上で、働き方を変えて労働時間を減らしてい
くためには、職員個人の業務効率化の努力だけで
なく、上司を中心とした職場でのマネジメントの強
化が必要と考え、実際の職場で実践してもらえるよ
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中、これに適切に対応するために有用であると考え
られる、例えば、ＥＢＰＭやアジャイルガバナンスと
いった、行政に十分に根付いていない考え方、ある
いはこれまでの行政の営みを大きく転換するような
考え方が、行政に根付くにはどうしたらいいのか、
併せて考えていくことも必要でしょう。これらにおい
て重要なのは、政策の現場を十分に理解のした上
で、政策担当者に、「これならできるかもしれない、
やってみよう！」と思わせるグランドデザインを描け
るかということだと考えています。

　総務省職員は、その内外において、府省の枠を越
えた広い視野で、困難な課題にも果敢にチャレンジ
し、知恵を出すことが求められます。私自身、現在、
デジタル庁の職員の立場からも、上記の議論に参
画しています。また、内閣人事局において、行政課題
に対応できる組織の設計や、これに応じた効果的な
定員の配置についても担当し、各府省と一緒になっ
て、形にしています。
　熱意を持ち、好奇心旺盛な方は、この広大でチャ
レンジングなフィールドで、やりがいを見出すことが
できるはずです。そのような皆さんと一緒に働ける

ことを楽しみにしています。

　行政の役割は、我が国が直面する様々な課題を
解決し、より良い社会を実現することです。そのた
め、各府省は、日々、課題を明らかにし、それを解決
するための方策を検討し、持てる資源の配分を考え
るなど、課題解決に向けて専心しています。
　これらの各府省の営みに関与し、新たな価値を
創造しながら、課題解決に貢献することが、総務省
の使命の一つであると考えています。

　政策評価制度は、各府省が自らＰＤＣＡサイクル
を回すことで、政策を改善するための仕組みです。
制度導入から20年が経過し、この制度が各府省の
政策改善に役立つものとなっているのか、このよう
な問題意識から、制度のユーザーである各府省の
担当者や有識者と議論をしながら、改善の骨格を
検討してきました。制度をユーザーにとってより使
いやすいものに改善していくことも重要なポイント
ですが、これに加えて、社会環境が急速に変化する
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